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四 規則の内容
「欧州少額請求規則Jは、前文、条文及び添付書類で構成されている。
条文は、第  1章「対象及び適用範囲(規則 1条から 3条。なお、以下では、
特段の注記のない条文は本規則のものとする)J、第  2章「欧州少額請求手
続 (4条から 19条)J、第  3章「他の加盟国での承認・執行 (20条から 23条)J、
二三四五
第 4章「最終規定  (24条から29条)Jの全29条からなる。以下、規定の順
を追って紹介する。なお、アンダーラインを付した部分は、修正案を受
けて、規則案が内容的に新設、変更または加筆された部分である。削除
その他の修正がなされた部分は、脚注に指摘する  (127)0
。27) なお、以下では個別に指摘することはしないが、前文及び条文の追加に
よって、順次、前文に付された番号(当該内容の紹介箇所に付しである。前
掲注側を参照〔脚注番号は、本誌第23巻第 1号掲載の本稿ト)から通して付
しである。用いている略称も、同様で、ある J)及び条文番号が繰り下がって
いること、それに伴って、規則中の引用条文も変更されていること、並び
に、添付書類が、規則制定過程において整備されていったことにも留意さ
れたい。
また、本稿の目的上、以下は、欧州少額請求規則を常に文言に忠実に翻
訳したものではないことを、予めお断りしておく。 
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1 前文
前文においては、欧州少額請求手続を創設する背景、規則の制定を目
指した経緯、及び規則の内容の概要が記されている。 
(1)共同体制は、人々の自由な移動を保障する自由、安全及び正義の
領域として維持され、さらに発展しなくてはならない。この領域を徐々
に作り出すために、共同体は、とりわけ国境を越えた関係を有する民事
事件に関する司法協力の分野において、域内市場の円滑な機能にとって
効果的な措置を講じることとするは29)0 (2) EC条約65条 cによれば、この
措置には、必要であれば、加盟各国の現行民事手続規定との両立を促進
することで、民事手続の円滑な処理に対する障害を除去するものも、含
まれる (130)0 (3)これまでに、共同体は、この分野に関して、「加盟国での
民事または商事事件における裁判上及び裁判外の書類の送達に関する理
事会の規則(CouncilRegulation (EC) No. 1348/2000) (131)J、「民事及び商事
事件における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関する理事会の規則 
(Council Regulation (EC) No.44/2001)惚 )J、「民事及び商事事件における
欧州司法ネットワークの創設に関する理事会の決定(Council Decision 
2001/470/EC) (133)J、「争いなき債権のための欧州債務名義の創設に関す
る欧州議会及び理事会の規則(Regulation(EC) No. 805/2004 of the Euro-
pean Parliament and of the Council)(134)J、及び「欧州支払督促の導入に関
する欧州議会及び理事会の規則(Regulation (EC) No. 1896/2006 of the 
。28) 規則案では iEUJであったが、修正案に基づいて変更された。 
(129) 修正案に基づいて下線部が加筆され、変更された。。30) 修正案に基づいて新設された。 
(131) OJ L 160，30.6.2000，p. 37. 。32) OJ L 12，16.1.2001，p. 1.なお、同規則がCouncilRegulation (EC) No. 1791 
/2006，OJ L 363，20.12.2006，p. 1によって改正された旨が、本規則の脚注に
加筆された。 
(13) OJ L 174，27.6.2001，p. 25. 。34) OJ L 143，30.4.2004，p. 15.なお、同規則がCommissionRegulation (EC) 
No. 1869/2005，OJ L 300，17.1.2005，p. 6によって改正された旨が、本規則
の脚注に加筆された。 
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European Parliament and of the Council of 12 December 2006 creating a 
European order for payment procedure) (悶)」の法制化を行っている。 
(4) 1999年10月15日及び16日に、フィンランドのタンペレで欧州理事
会が開催され、その際に、 EU理事会及ぴ欧州委員会に対し、国境を越
えた少額の消費者紛争及び商事紛争を、簡易かっ迅速に解決するため
の、一般的な手続規定を設けるべきである、との要請がなされた側)。 
(5) 2000年11月30日に、 EU理事会は、民事及び商事事件における裁判所
の判決の相互承認原則の実施へ向けた措置について、欧州委員会と共同
のプログラムを採択した(日7)。同プログラムでは、国境を越えた少額請
求の裁判手続の簡易化及び迅速化に言及しており、これは、少額請求の
課題に積極的に取り組むよう要求した、ハーグ・プログラムによって、
後押しされた(則。 
(6) 2002年12月20日には、欧州委員会が、欧州支払督促及び本件に関
するグリーンペーパーを公表した。このグリーンペーパーによって、少
額請求手続を簡易化及び迅速化するための立法に関する議論が開始され
た。 (7)加盟国の多くは、すでに国内の少額請求のために、簡素化した
手続を導入していた。少額請求といえども、訴訟にかかる費用、時間及
び複雑さ(四)が少ないとは限らないからである。迅速にかつ廉価で判決
を得る上での障害は、特に国境を越えた請求において顕著となる。とは
いえ、少額請求であっても、司法へのアクセスを促進することは重要で
ある。加盟各国で債権者に与えられる手続手段の機能が不均衡である
と、それが原因で域内市場の競争に査みが生じる。それゆえ、 EU全域
の債権者及び債務者に対等の条件を保障する、共同体の法令が必要であ
る。このような見地から、 EU域内ではあるが国境を跨いでいる少額の
。35) OJ L 399，30.12.2006，p. 1.規則案が作成された後に制定された規則であ
り、それゆえ加筆された。 
(136) 修正案に基づいて新設された0 
1.p. 1，2001.15.，OJ C 12(137)。38) 修正案に基づいて新設された。
同規則案では「不快感Jであったが、修正案に基づいて事件の「複雑さJ
に変更された。 
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紛争を、迅速にかつ廉価で解決するための手続、すなわち欧州少額請求
手続の創設が必要である。欧州少額請求手続の利用にかかる費用の確定
に際しては、簡易、迅速かつ衡平という原則を考慮することが必須であ
る。本規則の目的に適う方法で、課される費用の詳細が公開され、費用
の確定方式が明瞭であることが肝要である(1則。 (8)欧州少額請求手続は、
本規則の影響を受けない加盟各国の国内法上の方法に追加して、ひとつ
の選択肢を提供することで、国境を越えた(川訴額の低い訴訟を、簡易
化、迅速化及ぴ低廉化する。また、本規則では、欧州少額請求手続で下さ
れた判決を、他の加盟国で承認・執行することが、非常に簡単になる。 
(9)本規則は、基本権を尊重するよう努力し、特に、欧州基本権憲章
によって認められた原則に留意する。裁判所は、公正な手続を受ける権
利及び対審手続の原則を尊重する。裁判所が、口頭弁論の必要性、並ぴ
に証拠方法及ぴ証拠調べの範囲を決定する際には、特に配慮が必要であ
る(凶)。
同訴額の計算を容易にするために、利息、出費及び経費は、考慮し
ない。このことは、判決の中でこれを言い渡す裁判所の権限にも、国家
の利息計算に関する規定にも、抵触しない(凶)o 
ω欧州少額請求手続の開始を容易にするために、原告は、添付書類 
Iに掲げた提訴用の定型用紙A(以下「用紙AJと記す)に必要事項を記
入し、管轄裁判所へ提出する。当該用紙Aは、管轄裁判所へのみ提出す
る(14心o (12)用紙Aには、必要に応じて、証拠方法として適切な文書を添
付する。しかし、このことは、訴訟の聞に原告がさらなる物証を提出す
ることを妨げない。同様の原則は、被告の回答にもあてはまる札制。同
。40) 修正案に基づいて、国境を越えた紛争への適用及び費用の確定に関する
記載が加筆された。
同修正案に基づいて加筆された。。42) 修正案に基づいて、規定の配置が変更され、加筆された。 
(143) 修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて下線部が加筆された。また、本規則全体を通じて、規
則案における「申立人」なる表現は、「原告」と変更された。この点につい
ては、規則案及び規則のドイツ語版を参照。 
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請求の棄却と関係する「明らかに根拠がない」という概念、及ひ添えの
却下と関係する「不適法」という概念は、加盟各国の国内法に従って決
定される(附o (14)欧州少額請求手続は、裁判所が口頭弁論を必要と見な
すか、または当事者の一方からの申立てがない限り、書面手続とする。
裁判所は、当事者からの申立てを拒否することができ、当事者はその拒
否に対して別途不服を申し立てることはできない(附。同両当事者は、
弁護士その他の法律専門家を代理人とする必要はない。同反訴の概念
は、「民事及び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関
する理事会の規則(CouncilRegulation (EC) No. 44/2001) (国lJ6条 3項に
いう反訴の意味の範囲内で、本訴が根拠とするのと同一の契約または事
実から生じたもの、と解釈する。同規則 2条、 4条、及ぴ5条3項から 
5項は、本規則にいう反訴の場合に準用される(則。同被告が訴訟上で
相殺権を行使する場合、この主張は本規則にいう反訴とは見なされな
い。よつて、被告は、相殺権を主張する際に、提訴用の用紙Aを利用す
る必要はない(側おm捌0ω) 
0倒司 6条に基づき行動する受領加盟国とは、同国内で送達がなされる
か、または同国へ文書が発送される国である。費用を抑え時間を短縮す
るために、文書は、両当事者に対し、基本的に、受領日が明らかになる
受領証明書付の郵便サービスを用いて、送達される(則。同文書が当事
者が理解する言語、または受領加盟国の公用語(当該加盟国に複数の公用
語が存在する場合には、送達がなされるか、または文書が発送される地域の
公用語あるいは公用語のひとつ)で作成されていない場合、若しくは文書 
(145) 修正案に基づいて新設された。また、本規則全体を通じて、規則案にお
ける「被申立人」なる表現は、「被告Jと変更された。この点については、
規則案及ぴ規則のドイツ語版を参照。。46) 修正案に基づいて新設された。 
(147) 修正案に基づいて下線部が加筆された0 
1.p.，20011.16.，OJ L 12(148) 
同修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて新設された。。51) 修正案に基づいて下線部が加筆された。 
284 (47) 

EU域内における少額請求手続(二・完)
がこの条件に適う言語に翻訳されていない場合には、当事者は、送達の
時点で、または一週間以内に返送することによって、当該文書の受領を
拒むことができる(1到。
同口頭弁論及び証拠調べの際には、加盟各国は、訴訟の係属してい
る裁判所が位置する加盟国の国内法の規定に従って、現代的な通信手段
の利用を促進する。裁判所は、最も簡易かっ廉価な方法で証拠調べを行
うものとする(則。制両当事者が定型用紙の記入の際に得られる実務的
な助力には、技術的手段の利用可能性に関する情報、及び定型用紙の記
入方法も含まれる (1刊。凶手続上の質問に関する情報は、国内法に従っ
て、裁判所職員からも得ることができる (155)。
側本規則の目的が、国境を越えた少額請求手続を簡易化及び迅速化
することである以上、裁判所は、たとえ本規則で特定の手続段階に何ら
期限が設けられていなくとも、可及的速やかに行動すべきである (156)0
凶本規則に規定された期限の計算には、「期間、日付及び期限に適用す
る基準の確定に関する理事会の規則(Regulation(EEC，Euratom) No. 1182 
/71 of the Council)(157)Jを適用する(則。
側少額債権の回収を迅速化するために、本規則に別段の定めのない
限り、判決は、上訴可能性を考慮することも、担保提供を要求すること
もなく、執行可能とする酬。岡本規則において上訴というときは常に、
個々の国家の国内法に基づいて可能なすべての上訴を含む(瑚)。制裁判
所には、国内法に基づいて裁判官として活動する権限を有する人物が、 
(152) 修正案に基づいて新設された。。53) 修正案に基づいて、表現が抽象的に変更され、最後の一文が新設された。
同修正案に基づいて新設された。 
(15) 修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて新設された。 
1.p.，8.6.1971，OJ L 124(157)。58) 修正案に基づいて、規定の配置が変更された。
同修正案に基づいて、「本規則に別段の定めのない限り」が加筆され、規則
案にあった「直ちに」が削除された。。60) 修正案に基づいて新設された。 
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属していなくてはならない(旧)。倒裁判所が期限を設定する際には、裁
判所は関係当事者に、この期限を遵守しなかった場合の結果を、情報と
して知らせる(則。
倒訴訟費用は、敗訴当事者が負担する。訴訟費用は、個々の国家の
国内法に従って確定されるものとする。簡易化及び費用効率化という目
的に照らし、裁判所は、敗訴当事者に、訴訟費用のみを支払うよう、命
じる。訴訟費用には、例えば、相手方当事者が弁護士その他の法律専門
家を代理人に立てていたことから付随的に発生した全費用、若しくは、
訴額に比例しているかまたは必要であった文書の送達あるいは翻訳に
よって生じた全費用も、含まれる(則。
側承認・執行を簡易化するために、ある加盟国で欧州少額請求手続
を用いて下された判決は、他の加盟国において、執行許可宣言を必要と
せず、かつ承認に対する異議申立てを認めることなく、承認・執行され
る。則被告が請求を争うことができない状況にあった場合に備えて、
判決の審査のための最低限の基準を設けるものとする (1凶。同簡易化及
び費用効率化という目的を考慮して、判決の執行を求める当事者は、執
行国において一一一当該加盟国の国内法によって執行手続の権限を有する
仲介入以外に一一、郵送先も権限ある代理人も持つ必要がない(市)。岡
本規則第 3章は、本規則に従った手続で下された判決に基づく、裁判所
職員による費用額確定決定にも、適用されるものとする (1刷。
。61) 修正案に基づいて新設された。 
(162) 修正案に基づいて新設された。。63) 修正案に基づいて新設された。なお、規則案では、訴訟費用は、不公平
または不合理な場合を除いて敗訴当事者の負担とする、裁判所は妥当性を
検討した後、費用額確定決定を下す、及び、敗訴当事者が自然人で、かっ
弁護士その他の法律専門家に代理されていない場合、敗訴当事者は、相手
方当事者の弁護士その他の法律専門家にかかった費用を支払う義務を負わ
ない、とされていたが、規則では、修正案に基づいて削除され、変更され
た (16条参照)。
同修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて新設された。 
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同本規則の実施に必要な措置は、 1999年6月28日の「欧州委員会に
授権された策定権限行使の手続に関する理事会の決定(Council Decision 
1999/468/EC) (附」に従って、採択される。
同特に、添付書類に掲げられた定型用紙の更新、または技術的な改
正に必要な措置を講じる権限は、欧州委員会に与えられるべきである。
これらの措置は、一般的な範囲で、本規則の非本質的な規定の改正、及
び/または非本質的な新規定の追加によって、本規則を補足することを
意図している。それゆえ、「欧州委員会に授権された策定権限行使の手
続に関する理事会の決定(CouncilDecision 1999/468/EC) J 5条 aが規定
する、規則手続審査(Regulatoryprocedure with scrutiny) (瑚)~こ従って、
採択されるべきである(別)0
岡本規則の目的、すなわち、国境を越えた事件については刷、少額請
求を簡易化及び迅速化し、費用を低減するような手続の創設は(刷、加
盟各国個別のレベルでは十分に実現することができず、本規則の規模及
ひ効力を考慮すると(問、共同体レベルでのほうがよりよく実現するこ
とができる。共同体は、 EC条約 5条の規定する補完性の原則に従って、
権限を行使することができる。また、本規則の諸規定は、同じく EC条
約 5条に基づく比例性の原則に従い、本規則の目的の実現に必要な範囲
を超えない。
制英国及びアイルランドは、本規則を承認し適用への参加を希望す
ることを通知してきた(問。倒デンマークは、本規則に参加しない。
よって本規則に拘束されず、適用もされない同)0 
(167) OJ L 184，17.7.1999，p. 23.なお、同決定がCouncilDecision 2006/512/EC， 
OJ L 200，22.7.2006，p. 11によって改正された旨が、本規則の脚注に加筆さ
れた。
同	 OJ L 200，22.7.2006，pp. 12-13.この手続は、 2006年の同決定の改正の際
に、 5条aとして新設された。。69) 修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて加筆された。 
(17) 修正案に基づいて表現が若干変更された。
同修正案に基づいて加筆された。 
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2 条文の内容
(ー) 対象及び適用範囲(第 1章) 
(1) 対象(1条)
欧州少額請求手続は、国境を越えた(175)少額の請求を簡易、迅速かっ
低廉に解決することを目的として、創設される。本手続は、加盟各国に
存在する国内法の手続と並ぶ選択肢のひとつとして、権利を主張する者
が自由に利用することができる。他の加盟国において欧州少額請求手続
で下された判決を承認・執行する場合、そのための中間的手続は不要で
ある(附o 
(2) 適用範囲(2条)
本規則の適用範囲は、原則として、管轄裁判所に受理された時点で、
すべての利息、出費及び支払金を除いた訴額が2，000ユーロを超えな
い、国境を越えた民事及び商事事件とする。ただし、税務事件及び関税
事件、行政法上の問題、並びに国家の主権行使の範囲における作為また
は不作為に関する国家責任には、適用されない(2条1項)(177)。また、 (a)
自然人の身分または法的能力、 (b)婚姻関係に基づいて発生する財産上
の権利、扶養義務側、遺言及び相続権、 (c)破産、支払不能の会社また
。73) 英国及びアイルランドの特別な地位に基づいて、両国には、本規則へ参
加するか否かが打診されていた (EC条約及びfEU条約の附属議定書 3条を参
照)。それに対する返答を受け、両国の立場が明記された。 
(174) 制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。なお、デンマークの地位については、 EC条約 EU条約の附
属議定書 1条及び2条を参照。。75) 修正案に基づいて加筆された。 
(176) 修正案に基づいて、規則案の「争いなき債権の場合を除いて」が削除さ
れ、下線部及び全体的な表現が若干変更された。
7) 修正案に基づいて、「国境を越えた」及び「国家の主権行使の範囲におけ。
る作為または不作為に関する国家責任Jが加筆され、「総額(totalvalueの 
total)J及び「金銭または非金銭(monetaryor non-monetary)Jが削除さ
れ、「手続開始」が「管轄裁判所に受理された」に、また訴額に含めないも
ののひとつが「経費 (outlays)Jから「支払金(disbursement)Jに変更され
た。 
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はその他の法人の解散に関する手続、裁判上の和解その他類似の手続、 
(d)社会保障、 (e)仲裁、 (f)労働法、 (g)金銭支払請求を除く不動産賃貸
借、及び(h)中傷を含むプライバシーまたは人格権の侵害に関する事
件(聞には、適用されない(同条 2項)。なお、本規則にいう「加盟国」か
ら、デンマークは除かれる(同条 3項)側)。 
(3) 国境を越えた事件(3条)
本規則にいう「国境を越えた事件」とは、少なくとも当事者の一人の
住所または居所が、受訴裁判所とは別の加盟国にある場合を指す(3条 
1項)。住所は、「民事及び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承
認・執行に関する理事会の規則(CouncilRegulation (EC) No. 44/2001)J59 
条及び60条(凹)に基づいて決せられる(3条2項)。また、国境を越えた紛
争の存否は、添付書類 Iに掲げた用紙A(4条1項参照)が当該裁判所に
受理された日付を基準として、確定される(3条3項)(1制。
同欧州少額請求手続(第2章) 
(1) 手続の開始(4条)
手続は、原告が、用紙Aに必要事項を記入し、管轄裁判所に直接提出
するか、郵送するか、 または手続実施国で適法なその他の方法(例えば、
ファクシミリや電子メール)を用いて提出することによって、開始され
る。用紙Aには、請求を根拠付ける証拠を記載し、必要に応じて証拠方
法として適切な文書を添付することもできる (4条1項)(183) 0 加盟各国
は、欧州委員会に、自国で適法な提出方法を知らせ、欧州委員会は、こ
。78) 修正案に基づいて加筆された。
同修正案に基づいて加筆された。
同 i[英国及びアイルランドJが削除された。。81) OJ L 12，16.1.2001，p. 13.同規則59条は、自然人の住所確定の準拠法につ
いて、同60条は企業や法人などの住所確定の判断基準などについて、規定
している。。82) 修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて、「請求を根拠付ける」証拠と加筆され、表現も若干変
更された。 
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れを利用可能な手段として公表するものとする(同条 2項)。
請求が本規則の適用範囲外である場合、受訴裁判所は、原告にそのこ
とを通知し、原告がそれでもなお訴えを取り下げない限り (184)、当該請
求に利用可能な自国の手続法に基づいて、手続を行う(同条 3項)。ま
た、裁判所から見て用紙Aの記載内容が不十分または不明確な場合、若
しくは、用紙Aの記載が不適切な場合には、請求に根拠がないまたは訴
えが不適法であることが明白ではない限り側、裁判所は原告に対して、
指定した期限までに(刷、用紙Aの記載を完成させるかまたは訂正する
か、補足的な主張をなすかまたは文書を提出するか、若しくは訴えを取
り下げるか(酬の機会を与える。裁判所は、その際、添付書類Eに掲げ
た補正用の定型用紙B(以下「用紙BJと記す)を使用する (188)o 請求に根
拠がないまたは訴えが不適法であることが明白な場合、若しくは原告が
用紙Aの記載内容を期限までに補正しなかった場合には、請求棄却また
は訴え却下とされる(同条 4項)(瑚)0 なお、加盟各国は、用紙Aを、欧州
少額請求手続の実施可能なすべての裁判所で入手できるよう、手配する
(同条 5項)(190)0 
(2) 手続の実施(5条)
手続は、原則として書面手続で実施される。ただし、職権または当事
者の申立てにより、必要に応じて口頭弁論が聞かれる(四九口頭弁論を
経るか否かの判断は、裁判所の裁量に委ねられている。裁判所は、事件
の状況を考慮して、口頭弁論を経なくとも公正な手続が保障され得ると
考える場合には、当事者の申立てを拒否することができる。申立てを拒
否する場合、裁判所は書面でその理由を示さなければならないが、その
同修正案に基づいて、原告に判断の余地を与えるよう変更された。
岡修正案に基づいて加筆された。。86) 修正案に基づいて加筆された。
刷修正案に基づいて加筆された。
同修正案に基づいて新設された。
同修正案に基づいて新設された。。90) 修正案に基づいて、規則案の後半部分が削除された。 
(19) 修正案に基づいて、口頭弁論に関する表現が変更された。 
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判断に対する上訴は認められない(5条1項)(1則。
適切に記載された用紙Aを受理すると、裁判所は、添付書類Eに掲げ
た標準回答用紙C(以下「用紙CJと記す)第 1部に、所定事項を記入す
る。そして、当該用紙Aの受理後14日以内に、 13条に基づき、当該用紙 
Aのコピー、必要があれば用紙Aとともに提出された証拠方法として適
切な文書のコピー、及び所定事項を記入済みの用紙Cを、被告に送達す 
日制以内30の送達後C及び用紙A。被告は、当該用紙93)(1項)2る(同条 
に、当該用紙Cの第 2部に必要事項を記入し、かっ必要に応じて証拠方
法として適切な(山)文書を添付して裁判所に返送するか、またはその他
の適切な方法で、回答する(同条 3項)。裁判所は、被告の回答の受理後 
14日(196)以内に、回答、及び必要があれば用紙Cとともに提出された証
拠方法として適切な文書のコピーを、原告に発送する(同条 4項)(即)。被
告が、回答の中で、非金銭請求の訴額が 2条 1項の定める上限を超えて
いると主張している場合、裁判所は、原告への回答の発送後30日以内
に、訴えが本規則の適用範囲であるかどうかを判断する。その判断に対
する上訴は認められない(同条 5項)(酬。
用紙A、及び証拠方法として適切な文書が提出され、反訴が申し立て
られた場合には、裁判所はそれらを受理後14日以内に、 13条に基づいて
原告に送達する。原告は反訴に対し、送達後30日以内に回答する(同条 
6項)(19)。また、反訴が 2条 1項の定める訴額の上限を超えている場合
には、本訴及び反訴は、手続実施国の手続法に基づいて取り扱われる。
反訴には、 2条、 4条、及び本条 3項から 5項が準用される(同条 7項)(200)。 
(192) 修正案に基づいて新設された。。93) 修正案に基づいて、「適切に記載された」が加筆され、 18日」から 14
日」に変更された。
例修正案に基づいて、 11ヶ月」から 130日Jに変更された。
同修正案に基づいて加筆された。 
(196) 修正案に基づいて、 18日」から 114日」に変更された。 
(197) 修正案に基づいて、「送達する (serve)Jから「発送する (dispatch)Jに変
更された。
同修正案に基づいて新設された。 
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(3) 言語(6条)
用紙Aをはじめとする一連の書類は、受訴裁判所が利用を認めている
言語または諸言語のひとつを用いて記載され、提出される(6条1
項)(201)。その後、異なる言語を用いて作成された文書が提出された場
合、裁判所は、判決を下す上で必要と思われるときに限り、当該文書の
翻訳を要求することができる(同条2項)仰)。一方当事者が、当該文書が
作成された言語が、文書受領国の公用語(当該受領加盟国に複数の公用語
が存在する場合には、送達がなされるか、または文書が発送される地域の公
用語あるいは公用語のひとつ)ではない、または、受取人が理解できる言
語でない、という理由で、当該文書の受領を拒んだ場合、裁判所は、文
書の翻訳を提出させるべく、相手方当事者にその旨を知らせる (6条3
項)(20ヘ 
( 4) 手続の終結(7条)
両当事者からの回答が 5条 3項または刷 6項所定の期限までに受理
された場合、その後30日(加)以内に、裁判所は判決を下すか、または次
の行動をとる。すなわち、両当事者に、 30日を越えない特定の期間内に
追加的な陳述を要求するか、 9条に基づいて証拠調べを実施するか、ま
たは、両当事者を口頭弁論に呼出し、その後30日以内に口頭弁論を開く
か、である (7条1項)(2附。裁判所は、口頭弁論終結後、または判決を下
す上で必要な情報をすべて入手後、 30日以内に、判決を下す。判決書
。9) 修正案に基づいて、原告は「反訴」を「通知」され、その関連文書の送
達後 11ヶ月」以内に回答するのではなく、「反訴の関連文書」を 114日以
内に送達」され、その送達後 130日」以内に回答するものと変更された。
同修正案に基づいて、欧州少額請求手続の利用可能性を制限するような文
言に変更され、第 2文が新設された。
修正案に基づいて新設された。 1)加。02) 制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。
側修正案に基づいて、当事者が受領を拒む場合の理由がより詳細に加筆さ
れ、変更された。
(制修正案までは、「または」ではなく「及び」とされていた。。05) 修正案に基づいて、 11ヶ月」以内から 130日J以内に変更された。 
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は、 13条に基づいて両当事者に送達される (7条 2項)(初九 5条 3項また
は 6項酬に定められた期限までに、関係当事者からの回答が裁判所に
受理されなかった場合には、裁判所は、訴えまたは反訴に対して判決を
下す (7条 3項)(抑)。 
(5) 口頭弁論(8条)
適切な技術的手段が利用可能な場合には、裁判所は、ビデオ会議また
はその他の通信技術を用いて、口頭弁論を開くことができる刷。 
(6) 証拠調べ(9条)
裁判所は、証拠の適法性に関する規定に留意しつつ、判決を下す上で
必要な証拠方法及び証拠調べの範囲を決定する。裁判所は、書面による
証人尋問または鑑定人の作成した鑑定書、書面による当事者尋問、若し
くは技術的に可能であればビデオ会議その他の通信技術の利用も、認め
ることができる (9条 1項)刷。また、判決に必要な場合に限り、鑑定ま
たは口頭の陳述も認めることができ、その際の費用は裁判所が負担する
(同条 2項)刷。裁判所は、最も簡易かつ低廉な証拠方法を用いるものと
する(同条 3項)(213)。 
(7) 両当事者の代理 (10条)
弁護士その他の法律専門家による代理は、義務付けられない(制。 
(8) 両当事者への助力 (11条)
加盟各国は、両当事者が、各定型用紙の記入にあたって、実務上の助
例修正案に基づいて、「証拠証べの実施」という選択肢が加筆され、他の選
択肢の記載もより具体的に変更された。
修正案に基づいて、判決及び判決書の送達に関する記載が変更された。 7)加
同修正案に基づいて加筆された。
側修正案に基づいて、「反訴」の場合が加筆された。。10) 修正案に基づいて、当事者の同意の必要及びそれを前提とした記載が削
除され、下線部が加筆され、通信技術の種類の記載が抽象的に変更された。
糾修正案に基づいて、証拠方法に関する記載が具体的に変更された。。12) 修正案に基づいて、「口頭の陳述」及び後段部分が加筆された。。13) 修正案に基づいて新設された。 
~14) 制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。 
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力を受け得ることを保障する (2回。 
(9) 裁判所の責務(12条)
裁判所は、両当事者に、請求の法的評価を要求してはならない (12条 
1項)。また、必要な場合には、両当事者の手続上の質問に対して両当
事者に教示する(同条 2項)。さらに、適切である限り、両当事者が合意
に達するよう努める(同条 3項)包16)0
同文書の送達(13条)
文書は、受領の日付が明らかになる書留郵便を利用して、送達する 
(13条1項)。それが不可能な場合には、「争いなき債権のための欧州債
務名義の創設に関する欧州議会及び理事会の規則 (Regulation (EC) No. 
805/2004 of the European Parliament and of the Council)J13条及び14条(幻7)
の定めるいずれかの方法によって、送達してもよい(同条 2項)(出)。
同期限(14条)
裁判所が期限を定める場合には、裁判所は、当事者に、期限不道守の
場合に生じる結果について通知すべきである (14条1項)伽)。両当事者の
権利保護のために必要な場合には、裁判所は、 4条 4項、 5条 3項及び 
6項並びに 7条 1項に基づく期限を、例外的に延長することができる 
(14条2項)。また、裁判所が、 5条2項から 6項及ぴ7条に基づく期限
を、例外的に遵守し得ない場合には、裁判所は、可及的速やかに、これ
らの規定に従って必要な手続措置を指示する (14条3項)伽)0
。15) 修正案に基づいて、表現を若干変更の上で、規定の配置が変更された。。16) 修正案に基づいて、裁判所が当事者に情報の提供を要求し得る旨の記載
が削除された。 
(217) OJ L 143，30.4.2004，pp. 19-20.同規則13条は、債務者の受領証明書付の送
達について、同14条は、債務者の受領証明書なしの送達について、規定し
ている。。18) 修正案に基づいて、下線部が加筆され、手続実施国以外の加盟国へ送達
される場合と、手続実施圏内で送達され受取人の住所も明確な場合との区
別がなくされ、文言も変更された0 
(219) 修正案に基づいて新設された。
同	 14条2項及び3項については、制定の各過程において表現に差異はある
が、内容的には規則案以来基本的に変更されていない。 
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同判決の執行力 (15条)
判決は、上訴の可能性を残した段階で、執行可能とする。担保提供は
要求されない(15条 1項)(2制。判決が手続実施国で執行される場合には、 
23条も適用できる(同条 2項)(222)。
同費用(16条)
訴訟費用は、敗訴者が負担する。しかし、裁判所は、不必要に負わさ
れた、または訴えと不釣合いな費用については、勝訴当事者に費用を償
還しない(223)0
同上訴(17条)
加盟各国は、欧州委員会に、自国の手続法の下で、欧州少額請求手続
で下された判決に対して上訴を認めるか、及び、認める場合には上訴期
間酬を通知する。そして、欧州委員会はこれを公表する(17条 1項)016 
条は、上訴手続にも適用される(同条 2項)凶)0
同判決の審査のための最低限の基準(邸)(18条)
被告は、次に掲げる場合に限り、即座に行動すれば、欧州少額請求手
続の判決を下した加盟国の管轄裁判所に、判決の審査を求める権利を有
する仰の。すなわち第一に、 a) i)提訴用紙または口頭弁論への呼出状
が、被告に、「争いなき債権のための欧州債務名義の創設に関する欧州
議会及び理事会の規則 (Regulation(EC) No. 805/2004 of the European Par-
。21) 制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には、「直ちにJが削
除された以外は、規則案以来変更されていない。
同修正案に基づいて新設された。。23) 修正案に基づいて、裁判所の費用額確定決定、及び弁護士費用の負担免
除に関する記載が削除された。
制修正案に基づいて加筆された。
制修正案に基づいて、規則案の「上訴の際に、弁護士その他の法律専門家
による代理を要求しない」、及ぴ「上訴判決に対してさらなる上訴を認めな
い」旨の規定が削除された。そして、費用に関して16条を適用する旨の規
定が新設された。
側修正案に基づいて加筆された。
例制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。 
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liament and of the Council)J 14条に基づく本人の受領証明が残らない方
法で送達され、かっ、 i)送達が、被告に過失なく、適時に行われず、
それゆえ被告の防御準備が不可能であった場合、第二に、 b)被告に過
失なく、不可抗力または異常な状況が原因で、請求を争うことが妨げら
れた場合、である (18条1項)(捌)。裁判所が、前項所定の事由のいずれに
も該当しないとして審査を拒否する場合、判決はそのまま効力を有す
る。裁判所が、同項所定の事由のいずれかに該当し審査の実施が妥当と
判断する場合には、欧州少額請求手続において下された判決は、無効と
なる(同条 2項)仰)。
同適用可能な手続法(19条)
本規則に定めがない場合には、欧州少額請求手続には、手続実施国の
手続法が適用される。 
3 他の加盟国での承認・執行(第 3章) 
(1) 承認・執行(20条)
欧州少額請求手続で下された判決は、執行許可宣言の必要もなく、承
認への異議申立ての可能性もなく、他の加盟国において承認され執行さ
れる (20条1項)側)0 一方当事者の申立てがあれば、裁判所は、添付書類 
IVに掲げた定型用紙Dを用いて、本手続において下された判決につい
て、追加費用なしに、証明書を作成する(同条 2項)ω1)。 
(2) 執行手続(21条)
本章の規定を除き、執行手続には、執行国の国内法が適用される。欧
州少額請求手続で下された判決はすべて、執行国で下された判決と同一
条件の下で執行される (21条1項)。執行債権者が執行を申し立てる場合
側 2つの基準は、制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には
規則案以来変更されていない。
例修正案に基づいて新設された。
仰の 制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。
刷修正案に基づいて、「一方当事者の申立てJによって「追加費用なしに」
作成されると変更された。 
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には、次の文書を提出しなくてはならない。すなわち (a)その真正を証
明する要件が充足されている判決書のコピー、及び、 (b)20条 2項所定
の証明書のコピー、必要あれば、それを執行国の公用語、執行国に複数
の公用語がある場合には、執行国の国内法の規定に準拠した訴訟言語ま
たは執行がなされる地域の訴訟言語、若しくは、執行国が許容するその
他の言語へ翻訳し、それを添付する必要がある 加盟各国は、欧州少額O
請求手続のために受け入れ得る、自国の公用語またはそれ以外のEU諸
機関の公用語を、届け出ることができる。なお、証明書は、加盟国の中
で翻訳の資格を有する者が翻訳する(同条 2項)(232)。欧州少額請求手続で
下された判決に基づいて、他の加盟国で執行を申し立てる執行債権者
は、執行圏内において、執行手続の仲介入以外に、権限ある代理人また
は郵送先を持つことを、要求されない(同条 3項)(2制。また、執行債権者
は、外国人であるという理由、若しくは執行囲内に住所または居所を有
していないという理由で、担保、保証人または供託を要求されることは
ない(同条 4項)仰心。 
(3) 執行の拒絶(22条)
欧州少額請求手続で下された判決が、先行する加盟国または第三国の
判決と両立しないときは、次の場合に限り、執行債務者の申立てによっ
て、執行国の管轄裁判所は執行を拒絶する。すなわち、 (a)先行判決が
同一当事者間で同一の訴訟物について下されていた場合、 (b)先行判決
が執行国で下された、または、執行国における承認の要件を充たしてい
る場合、及び(c)先行判決と両立しないことが、欧州少額請求手続の際
に主張されず、かつ主張することができなかった場合である (2条1
項)。欧州少額請求手続で下された判決が、執行国において事件自体に
ついて再審査されることはない(同条 2項)酬。 
(23) 修正案に基づいて加筆された。
同修正案に基づいて新設された。
側修正案に基づいて新設された。
岡修正案に基づいて新設された。 
271 (60) 
〈論説〉 
(4) 執行の停止または制限(23条)
当事者が欧州少額請求手続で下された判決に異議を申し立てた場合、
そのような異議申立てがまだ可能である場合、または当事者が18条に基
づく審査を申し立てた場合、執行国の管轄裁判所または管轄官庁は、執
行債務者の申立てにより、 (a)執行手続を、保全処分に限定する、 (b)執
行を、裁判所が決定する担保提供の範囲内で行う、または、 (c)普通で
ない状況の下においては、執行手続を停止する伽)o 
4 最終規定(第4章) 
(1) 情報(24条)
加盟各国は、市民及び専門家に、欧州少額請求手続に関する情報を周
知させるために、特に欧州司法ネットワーク(お7)の範囲で、協力し合 
λ(238) 
ノ 0 
(2) 管轄裁判所、通信手段及び上訴に関する届出 (25条)
加盟各国は、 2008年1月1日までに、欧州委員会に対し、以下のこと
を届け出る。すなわち、 (a)欧州少額請求手続の管轄裁判所、 (b)欧州少
額請求手続において、適法で、裁判所が 4条 1項に基づいて自由に利用
し得る通信手段、 (c)自国の手続法の下で、上訴を認めるか否か(17条参
照)、認める場合は上訴の提起先となる裁判所、 (d)利用を認める言語(21
条2項(b)参照)、 (e)執行を管轄する官庁及ぴ23条の適用を管轄する官庁、
である。また、届け出た内容を後に変更する場合には、加盟各国は、す
べて欧州委員会に報告するものとする (25条1項)。そして、欧州委員会
は、この報告を、 EUの官報その他あらゆる適切な手段を用いて公表し、
一般に入手可能なようにする(同条 2項)仰)0
仰の 修正案に基づいて新設された。
なお、規則案第 4章(共同体の他の法規との関係)は、修正案に基づいて
削除された。 
(237) See，Council Decision 2001/470/EC，OJ L 174，27.6.2001，p. 25. 
同制定の各過程において表現に差異はあるが、内容的には規則案以来変更
されていない。 
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(3) 実施措置(26条)
本規則の非本質的な要素の改正を図る措置は、添付書類に掲げられた
定型用紙の更新または技術的な改正、及び、非本質的な新規定の追加も
含め、 27条 2項で言及されている規則手続審査に従って、採択される(抑)。 
(4) 委員会(27条)
欧州委員会は、専門委員会の助力を受けるものとする(包27条1項)伽凶凶1ο)
その場合、「欧州委員会に授権された策定権限行使の手続に関する理事
会の決定(CouncilDecision 1999/468/EC)伽 )J8条を考慮し、同決定 5条 
a第 1項から第 4項及び 7条が適用されるものとする (27条2項)凶)0 
(5) 検討(28条)
欧州委員会は、欧州議会、理事会及び経済社会評議会に、 2014年1月 
1日までに、 2条 1項所定の訴額の上限も含めて、欧州少額請求手続の
機能を検討し、詳細な報告書を提出することとする。この報告書は、手
続が機能したか否かの評価、及び加盟各国に拡大した影響の結果を、判
断するものである。その目的、並びに、 EUにおける最善の実務及び法
の支配の適切な遵守が保障されるために、加盟各国は、欧州委員会に対
して、欧州少額請求手続の国境を越えた機能に関する情報(具体的には、
裁判所費用、手続の迅速さ、効率、利用しやすさ、及び加盟国の圏内の少額
請求手続)を提供する。なお、欧州委員会の報告書には、必要に応じて、
改正に関する提案も、制寸される制。
仰の修正案の段階では未定であった報告期限が確定され、当該部分の記載が
補充された上で、修正案に基づいて新設された。
側修正案に基づいて、「非本質的」な規定に関することが加筆され、表現も
変更された。
側根拠となる規則の条文の記載が削除されたが、内容的には規則案以来変
更はない。
(叫 OJL 184，17.7.1999，p. 26. 
側 同決定の改正に伴い条文番号が変更されたが、内容的には規則案以来変
更はない。
加) ほぼ修正案に基づいて新設された。なお、当初、検討は施行から 3年後
を予定していたが、最終的には 5年後ということになった。 
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(6) 発効(29条)
本規則は、 EUの官報に掲載された日の翌日に発効し、 25条(2008年1月 
1日から施行)(245)を除いて、 2009年1月1日から施行される予定である。 
5 結び
最後に、本規則が、すべての部分に拘束力があり、 EC条約によって、
直接に加盟各国において効力を有することを確認している(則。
五結語
以上、本稿においては、「欧州少額請求規則」の制定過程を精査して
きた。本規則は、 EU加盟各国の法規の独自性を尊重しつつ、 EU域内で
民事手続法を調和させる作業の、具体的成果のひとつである。本規則
は、 2007年8月1日に発効したばかりであり、現段階において、その実
務上の意義、問題点及ぴ立法の成否を判断することは、事実上不可能で
ある。的確な評価を下すためには、 2014年1月1日までに提出される予
定になっている、欧州委員会の報告書を待つ必要がある。
「欧州少額請求規則」は、 EU加盟国間の訴訟という限定的な範囲で適
用されるものである。よって、わが国の具体的な制度設計にとって、必
ずしも全面的に参考にし得るものではない。とはいえ、権利を主張する
者に公正な手続を受ける権利を保障すべく、費用、時間及ぴ労力と比し
て割に合わない危険が高い少額の請求について、 EU加盟国間のみの適
用であるにしろ、 EUが国境を跨いだ手続の調和を図ろうとし、実際に
そのための規則を制定した姿勢自体は、制定後日の浅い現段階において
でも、積極的に評価されて然るべきである。わが国も、適正な裁判を受
ける権利が憲法上保障されている以上(憲法32条、 82条)(247)、EUのこの 
(245) 条文の内容が、本規則施行の前提となるものだからである。
例規則案以来変更はない。。47) 例えば、芦部信喜=高橋和之〔補訂J r憲法〔第 4版Jj(2007、岩波書庖) 
243-244頁。 
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ような動向に無関心でいるべきではない。
そのような立場から、最後に、「欧州少額請求規則」から得られる示
唆を模索し、わが国と国境を越えた少額訴訟との将来的な可能性につい
て、考察を試みる。
まず、訴額が高くない事件が対象である、という点に着目する。
「欧州少額請求規則」は、欧州人権条約 6条 1項が定める公正な手続
の保障、及び、欧州基本権憲章47条が定める効果的な救済と公正な審理
の保障の実現を目標として、制定された。国際化と EU拡大に伴う少額
請求事件の増加に起因する実際的要請とともに、割に合わない可能性か
ら泣き寝入りを余儀なくされる危険が高い権利者に、公正な裁判を受け
る権利を実質的に保障すべきであるという理念的要請が、本規則を制定
に到らしめた根底にあると推測される。また、規則制定作業に際し、そ
の前提として、多くのEU加盟国内に少額請求手続がすでに存在してお
り、加盟各国の国民に受け入れられていたという事実があったことも、
想像に難くない。
それに対し、わが国の少額訴訟手続(民訴法368条以下)も、現行民事訴
訟法が制定された際に、簡易、迅速かっ低廉な紛争解決を目指して設け
られた (248)。新設当初は、訴額が30万円以下の金銭支払請求訴訟を対象
としていたが、施行後の実務における高い需要を受けて、平成15年の同
法改正によって、訴額の上限が60万円に引き上げられた(民訴法368
条)(249)。その後も、少額訴訟手続の利用件数は、増加の一途を辿ってい
る(おヘまた、簡易、迅速かっ低廉な紛争解決という少額訴訟手続の趣
例法務省民事局参事官室編・前掲注 (1)6-7頁、 386-387頁。
同小野瀬厚=武智克典編著『一問一答平成15年改正民事訴訟法.](2004、商
事法務)87頁。
最高裁判所事務総局『平成18年司法統計年報 I民事・行政編.](2007、最
高裁判所事務総局。以下「平成18年司法統計年報」と記す)6頁によれば、
少額訴訟の新受件数は、現行民事訴訟法が施行された 1998年に8，348件、 
1999年に 10，027件、 2000年に 11，128件、 2001年に 13，504件、 2002年に17，181
件と年を追って増加し、同条の改正案が成立した2003年には、 18，117件と
なった。 
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旨をさらに活かすべく、平成16年の民事執行法改正によって、少額訴訟
判決については、当該少額訴訟が行われた簡易裁判所の裁判所書記官
が、強制執行を行うことが認められた(民執法167条の 2から 167条の14、
以下「少額訴訟債権執行制度」と記す)(2目。
つまり、わが国の少額訴訟手続の立法趣旨、及び手続に対する理念的
要請は、基本的に、「欧州少額請求規則Jのそれと同様である。そして、
利用件数の着実な増加を見る限り、わが国においても、少額訴訟手続及
び少額訴訟債権執行制度は、国民が利用しやすく、迅速、適切かっ実効
的な司法制度の実現(抑)に資するものとして、国民に受け入れられてい
る、と理解してよいであろう。
次に、国境を越えた民事紛争の解決手続である点に着目する。
国内の状況を分析するに、公表されている現行民事訴訟法の立法関係
資料による限り、少額訴訟手続の渉外事件への利用可能性に関する立案
担当者の意思は、明らかでない。とはいえ、少額訴訟手続の新設に際し
ての議論(刷、現行民事訴訟法の制定過程における国際民事訴訟の取扱
い(254)、及び、少額訴訟手続がこれと同じ機会に提案され新設された特
別訴訟手続であることなどに鑑みると、現行民事訴訟法の立案担当者
が、渉外的要素を含む少額紛争まで念頭に置いて検討していたと理解す
ることは、困難と考えざるを得ない。
例 2004年以降の少額訴訟の新受件数は、 2004年が21，761件、 2005年が 
23，584件、 2006年が22，679件である。平成18年司法統計年報 6頁参照。
制小野瀬厚=原司編著『一問一答平成16年改正民事訴訟法・非訟事件手続
法・民事執行法j(2005、商事法務)127頁。この制度は、導入された2005年 
4月から周年12月までに374件、 2006年には749件の利用があった。平成18
年司法統計年報 7頁参照。なお、この制度の新設に先立ち、訴訟手続のみ
ならず執行手続も簡易化、迅速化する必要があることを指摘していたもの
として、例えば、中島弘雅「少額訴訟判決と強制執行・不服申立てJr弁論
と証拠調べの理論と実践〔吉村徳重先生古稀記念Jj(2002、法律文化社)69 
頁以下、 77-78頁。
例現行民事訴訟法及ぴ一連の司法制度改革の目標とされた事項である。例
えば、法務省民事局参事官室編・前掲注 (1)5頁、司法制度改革推進法 2条
参照。 
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また、国際的な分析として、わが国の少額訴訟手続の規定と「欧州少
額請求規則」の規定とを比較すると、その文言や内容には、少なからぬ
相違が見られる。例えば、わが国は、手続の適用範囲を金銭支払請求事
件に限定しているのに対し(民訴法368条 1項)、 EUはそれ以外の事件に
も認めている(規則 2条)。さらに、わが国は口頭弁論の実施を予定して
いるのに対し(民訴法370条)、 EUは書面手続を原則としている(規則 5条 
1項)。そのほか、両者は、反訴や上訴の可否等についても、立場を異
にしている(民訴法369条及び377条、規則 5条6項及び17条)。
しかし、わが国の現行民事訴訟法は、その立法趣旨においても、関係
諸規定(民訴法368条以下、民訴規則222条以下)においても、少額の渉外事
件を少なくとも積極的には排斥していない。また、現在の少額訴訟手続
は、国民に概ね肯定的に評価されていると推察されるものの、すべてが
順風満帆で問題が皆無というわけではない(255)。その解釈及び運用につ
いては、なお改正の可能性も含め、多角的な検討を加える余地がある。
53) 例えば、「民事訴訟手続に関する検討事項補足説明」法務省民事局参事官。
室編『民事訴訟手続の検討課題〔別冊NBL23号JJ(1991、商事法務研究会)
所収(以下「検討事項補足説明」と記す)56-61頁、柳田幸三=始関正光=小
川秀樹 Ir民事訴訟手続に関する検討事項』に対する各界意見の概要」法務
省民事局参事官室編『民事訴訟手続に関する改正試案〔別冊NBL27号J 
(1994、商事法務研究会)所収(以下「検討事項に対する各界意見」と記す)59 
-65頁、「民事訴訟手続に関する改正要綱試案補足説明」法務省民事局参事
官室編『民事訴訟手続に関する改正試案〔別冊NBL27号JJ(1994、商事法務
研究会)所収(以下「要綱試案補足説明」と記す)63-69頁。
54) 現行民事訴訟法の立法作業開始当初においては、国際民事訴訟に関する。
規定の整備も、重要な課題のひとつとして掲げられていた (1民事訴訟手続
に関する検討課題」法務省民事局参事官室編『民事訴訟手続の検討課題〔別
冊NBL23号JJ(1991、商事法務研究会)所収68-69頁、「検討事項補足説明J70 
-73頁)。
しかし、その後、立法へ向けた議論は次第に後退し、最終的には、国際
裁判管轄、国際訴訟競合など、関係する新規定の設置は見送られ、外国判
決の承認に関する既存条文の文言が、通説に従う形で修正されるに留まっ
た(現行民事訴訟法118条。さしあたり、「検討事項に対する各界意見J75-77 
頁、「要綱試案補足説明J78-81頁も参照)。 
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〈論説〉
加えて、「欧州少額請求規則」との相違点は、国内事件と渉外事件と
の差異から必然的に導き出されたものでは、必ずしもない。圏内事件で
あるか渉外事件であるかの差異が顕著に影響する問題は、裁判管轄及び
判決の承認・執行などである。それらは、少額事件ではなく通常事件を
前提としてきた国際民事訴訟の議論における、代表的な論点である。そ
の意味で、少額訴訟手続と「欧州少額請求規則」との間で、それぞれの
特徴に応じた配慮は不可欠であるにしろ、検討すべき問題の根本部分
に、決定的な相違はないと考えられる。
また、 EUにおいては、既述のような諸法令の制定を通じて、民事手
続法領域において、 EUレベル、換言すれば、特定の地域内の国境を越
えたレベルでの調和及び一定範囲でのボーダーレス化が図られてきてい
る。それらは、後続の諸法令の先例となり、その内容に影響を与えてい
る。「欧州少額請求規則Jにおいては、裁判管轄は「民事及び商事事件
における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関する理事会の規則 (Coun-
cil Regulation (EC) No. 44/2001) Jに依っている(規則 3条参照)。また、
判決の承認・執行に関しては執行国の立場を強化しているが、それは裏
を返せば同規則の大幅な緩和とも理解し得るし、「争いなき債権のため
の欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び理事会の規則(Regulation 
(EC) No. 805/2004 of the European Parliament and of the Council)Jの影響
も、可能性として想起し得ょう。
以上に鑑みると、 EUのような確固たる地域統合の基盤を有さないわ
が国においては(256)、国際的な少額訴訟は、課題として認識する必要も
なく、また実現の可能性も皆無ではないか、という考えも成り立ち得る。
しかし、民事紛争の国際化、及び国内における少額訴訟手続の利用件
同例えば、裁判所側からは、手続教示等の当事者への対応及び期日の事前
準備にかかる負担の重さ、当事者側からは、誤解や過度の期待を持ったま
ま手続が終了してしまった場合の不満などが、指摘されている(裁判所職員
総合研修所監修『少額訴訟実務をめぐる研究一ーよりよい紛争解決をめざ
してj(2007、司法協会) 1頁)。これらの問題は、国内のみならず、国境
を越えた少額請求手続においても問題となると予想され、それらに対する
対応も注目される。 
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数から、わが国にも、潜在的に国際的な少額請求の要望が存在するので
はないか、と意識せざるを得ない。そして、その可能性がある以上、国
内事件以上に費用、時間及び労力の問題が大きいという一事をもって、
権利を主張する者の存在を看過し、国際少額訴訟手続という発想を、現
実離れしたものとして一笑に付し、その上、さらにそれに向けた考察自
体を無意味なものとして排斥することは、妥当ではない。確かに、国際
少額訴訟手続を考えようとすると、実務的に困難を伴う問題や特別の工
夫が必要な問題が少なからず存在していることは、否定できない。しか
しそれだからこそ、適正な民事裁判を受ける権利の確保へ向けて、学
術上、この問題と真剣に向き合う姿勢を持つことは、有意義であると考
える。
わが国においては、国際民事訴訟の重要性が認識されつつも、少なく
ともこれに関する国内の立法的整備の進捗状況は、必ずしも順調ではな
かった。しかし、平成12年の「外国倒産処理手続の特例に関する法律」
の制定などもあって、最近ょうやく、国際民事訴訟法(お7)が、名実共に
ひとつの法分野として認知され、本格的に起動し始めたように思われる。
例えば、国際裁判管轄については、 2001年 2月13日以降、法制審議会
国際裁判管轄制度部会が、国際私法部会から引き継いで検討していた。
そして、 2005年 7月27日に、同年  6月30日にハーグ国際私法会議  
(Hague Conference on Private International Law)で採択された「管轄合意
に関する条約 (Conventionon Choice of Court Agreements) (捌」を受けて、
同 とはいえ、東南アジア諸国連合 (Association of South-East Asian Na-
tions、以下 iASEANJと記す)と関連して、 1997年にはASEANプiス 3構想
が提唱され、 2006年にはASEANに日本、中国、韓国、インド、オーストラ
リア、ニュージーランドを加えた16か国による自由貿易協定 (Free Trade 
Agreement、いわゆる iFTAJ)構想が大筋で合意されるなど、わが国をと
りまく近隣諸国との関係に何の動きもないわけでは決してなく、将来的な
可能性は未知数であることを付言しておく。。57) なお、国際民事訴訟法の性質については、学説上未だ見解の一致を見て
いないが、ここでは広く、民事訴訟または民事手続において渉外的要素を
考慮して処理するための法規範、という意味で用いることとする。 
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〈論説〉
今後、わが国がとるべき対応を審議した。その結果、同条約への批准の
要否等に関する検討は然るべき時期に別途行うこととし、わが国とし
て、包括的な国際裁判管轄規定の整備に、早期に着手することになっ
た(抑)。
国際裁判管轄及び外国判決の承認・執行に関する規定は、本来的に
は、多数国間条約によって国際的に統ーされることが望ましい。なぜな
ら、裁判管轄権は、法廷地ひいては準拠法を決するものであり、外国裁
判の承認についても問題となる以上、各国の立法内容が異なることは適
切ではないからである。確かに、歴史的、文化的、及ぴ宗教的背景を異
にする国々が、世界レベルの条約を締結することは、非常な困難を伴 
0加側5幼時 Availab比l'eat: hltた 加句p://μ/www.hc 八詑ch.netν/u叩1中pl切 泊宣 山Oωad/finalacωt仇ロ20e.pdf訂 
(25悶幼母91) See，http://www.moj.go.jp/SHINGI2/050727-l.html 
このような結論に到った背景には、国際裁判管轄法制に関して、ハーグ
国際私法会議が採択した条約の内容が期待はず、れに終わったことがある。
ハーグ国際私法会議においては、当初は、民事及び商事に関する国際裁
判管轄法制全般を対象とする壮大な全世界統一条約の定立を目指していた。
しかし、外交会議及び議論で折り合いがつかず、最終的には、管轄合意条
約という狭い範囲のものに留まった。
それを受けて、法制審議会国際裁判管轄制度部会は、審議の末、「諮問第 
48号に関する審議結果報告J(2005年9月6日法制審議会総会決定。 Avail-
able at: http://www.moj.go.jp/SHINGI2/050906・1・1.pdf)4頁において、「我
が国は、平成 8年の現行民事訴訟法典の制定に当たり、ヘーグ国際私法会
議において、国際裁判管轄に関する包括的な条約の作成作業が行われてい
ることを理由として、この点に関する規定を設けなかったという経緯があ
る。しかしながら、本条約は、管轄合意に対象を限定した小規模な条約と
なり、管轄原因に関する全世界的なルールが近い将来に作成される見込み
は失われてしまったのであるから、我が国としては、社会、経済等の国際
化がますます進展している現状にかんがみ、今後、可能な限り早期に包括
的な国際裁判管轄規定の整備に着手する必要があると考えるものである。」
と結論付け、国際裁判管轄制度部会における審理を終了した。
なお、国際裁判管轄規定の立法については、本稿脱稿後に開催された国
際私法学会第117回(2008年度春季)大会において、早速シンポジウムのテー
マに取り上げられた。 
262 (69) 
EU域内における少額請求手続(二・完)
う。しかし、ハーグ条約では、外国判決の承認・執行も含め、国際民事
訴訟法領域の条約も少なからず締結、発効されている (260)。ヨーロッパ
。60) 例えば、「民事及び商事に関する外国判決の承認・執行に関する条約 
(Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Judgments 
in Civil and Commercial Matters，1.2.1971) J及びその附属議定書。同条約
の日本語での紹介として、川上太郎『国際私法の国際的法典化j(1967、有
信堂)281-289頁。
制ハーグ国際私法会議事務局は、真の国際組織となることを目指して、発
足母体であるヨ}ロッパ諸国を超えて、アラブ諸国やアジア諸国を取り込
む努力をしてはいるものの、それらの国々の現状やニーズを十分に認識し
ているとは言い難い、と指摘されている(例えば、西谷祐子「ハーグ国際私
法会議のこれから」東北法学会会報〔東北大学J23号 1頁以下、 2頁 (2005J)。
例えば、アジアには、 ASEANが地域統合組織のひとつとして存在する。 
1976年 2月にASEAN首脳会議で締結された、東南アジア友好協力条約 
(Treaty of Amity and Cooperation in Southeast Asia)には、東アジア及ぴ
東南アジアを中心に多くの国々が加盟している(本稿最終校正時現在25か
国)。そして、 ASEANを中心とした地域統合の動きは、さらに活発化して
きている。例えば、 2006年 8月24日には、 ASEANに日本、中園、韓国、イ
ンド、オーストラリア、ニュージーランドを加えた16か国による初の経済
担当閣僚会議が開催され、 FTA構想が大筋で合意された。また、 2007年 1
月13日に開催されたASEAN首脳会議では、 1997年に採択されたASEANビ
ジョンに基づき、政治・安全保障及び社会・文化での連携を深める 
iASEAN共同体」の設立を、当初の目標よりも 5年早い2015年に目指す旨
が採択された。 2007年11月21日には、 ASEANの法的枠組みとして共同体の
最高規範となる、 ASEAN憲章が制定された。本稿最終校正時現在、すで
に、 ASEANの加盟国の過半数にあたる 7ヶ国が、同憲章を批准している。
このような現状に鑑みると、国際民事訴訟法の重要性がますます高まる
ことは確実である。その際には、各国法の調和及び法令の国際化は、国家
間のみならず、各地域に形成された、地域統合を主旨とする共同体間でも、
活発に試みられていくようになるのかもしれない。なお、アプローチの角
度は異なるが、勅使川原和彦「国境を跨る民事訴訟法における『時間J的
価値一一EUの経験と模索から」民事訴訟雑誌50巻238頁以下、 243頁(2004)、
同「国境を越えた民事訴訟システムと『時間』的価値一一EU裁判制度の経
験と模索から」早稲田法学79巻 3号37頁以下、 75-78頁(2004)も、深層的な
発想においては同旨か。 
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〈論説〉
諸国が、民事手続法領域に関する法令のさらなる国際化を目指して、
ハーグ国際私法会議において、 EU非加盟国との間で規準をめぐる歩み
寄り、さらに調和を模索する可能性は、今後も十分に考えられる。そし
て、現段階において、そのひとつに少額請求手続が加えられる可能性は
皆無である、と断言することはできない (261)0
国際化の進んだ現代社会において、市民にとって利用しやすく、適正
な民事訴訟手続の実現は、もはや国内事件のみについて考慮すれば足り
るものではない。そして、渉外事件もまた、一部の大企業が当事者とな
る訴額の高い事件とは限らず、一般市民が当事者となる事件も十分にあ
り得る。壮言するならば、渉外事件の真の解決は、各国及び各地域が、
多様な利害や価値観を理解し受容し合い、可能な範囲で妥協もするよう
に努めつつ、適正な民事訴訟及び執行手続を実施することを、その第一
歩としているように思われる。「欧州少額請求規則」が制定されたこと
は、わが国が今後、国際民事訴訟法の法源、及び関連法令の整備に当
たって看過してはならない根源的な理念を、思い起こさせるものとも評
価できょう。
*本稿は、日本学術振興会平成 19年度特定国派遣研究の成果の一部である。 
260 (71) 

